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学位論文内容の要旨

  本論文の研究目的は，わが国の共同乾燥調製施設・貯蔵施設（以下，共乾施設）の低稼働

率の克服がいかにして解消可能かを明らかにすることである。稼働率が低いと共乾施設それ自

体の赤字運営に陥るだけではなく，ロットの確保という米産地形成の要件にも抵触する可能性

が大きくなる。従来，稼働率を向上させる方法は，収穫・運搬作業を組織化することで計画的

な荷受を実現し，荷受量の増大を図る方向が目指されていた。しかし，現実には組織化が困難

な状況にある。近年，農家利用料金に格差を設けることで稼働率の向上を図る方法（差別料金

制度）が注目されている。そこで本論文では，計量的な分析手法を用いて稲作農家の施設利用

行動を分析し，それに基づぃて稼働率の向上策としての差別料金制度の可能性とその導入条件

を検討することを目的とした。

  第2章では，共乾施設を利用する農家が負担している費用（利用者費用）を，「支払費用」，

「混雑費用」，および「調整費用」の3っに区分し，利用者費用の水準に応じて稲作農家は施

設利用を決定していることを論じた。っいで，収支均衡制約が課されている共乾施設を前提と

して，乾燥サービス市場モデルを作成した。ただし，共乾施設には，「農協（事業主体）」と「稲

作農家」という2つの経済主体が係わる一方，クラブ財という特質から「混雑」が発生してい

る。したがって，共乾施設を分析する際には，「農協」，「稲作農家」，および「混雑」を表すモ

デルを体系的に取り扱わなけれぱならない。そこで，稲作農家の利用行動を地域全体で集計す

ることで得られる「乾燥サービス需要関数」，収支均衡制約下における農協の乾燥サービス供

給行動を表す「利用料金関数」，および共乾施設の混雑による待ち時間に施設での各種作業時

間を加えた所要時間を表す「所要時間関数」から構成される連立方程式として乾燥サービス市

場を定式化した。そして，共乾施設の稼動状況（荷受量，料金水準，所要時間）が同市場の均

衡状態として表されることを示した。

  第3章では，共乾施設における混雑現象の特徴を明らかにし，さらに交通工学におけるり

ンク．パフオーマンス関数を用いて混雑現象（待ち時間）を定量的に評価した。分析に必要な

データは、美瑛ライス・センターの稼動期間中に実施したタイム・スタディにより収集した。

事例施設では，受付時には混雑による待ち時間は生じていないが，荷受口での荷下作業がボト

ル・ネックとなって待ち時間が発生していた。また，「ロット重量（積載量）」，「車両形態（ダ

ンプ，トラック）」，および「荷姿（バラ積み，フレコン）」により荷下時間が異なることが示

された。っまり，荷受能カが等しい荷受口であっても，これらの要因により荷下時間に格差が

生じる。その結果，単位時間あたり到着車両台数（到着ロット数）が等しいとしても，待ち時

間に格差が生じることが明らかとなった。そこで，ロット重量と荷下時間を基準として，到着

車両台数を調整する「基準車両換算係数」を定義・計算した。到着ロット数を基準車両換算係

数で調整したデータを用いて，待ち時間関数を推定した結果，全体としては共乾施設の混雑現
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  象を待 ち時間 関数と して捉 えら れるこ とが明 らかと なっ た。

    第4章 で は ， 選択 型 コン ジョ イント 分析に より稲 作農 家の施 設利用 行動を 規定す る要 因を以

  下のよ うに明らかにした。施設属性として，利用者費用のうち支払費用に該当する「利用料金」，

  混雑費 用を表 す「所 要時間 」， およぴ 調整費 用の一 部としての「受付終了時刻」，他方，農家属

  性とし て，「水稲作付面積」，「乾燥機所有の有無」，作付面積で評価した「主作物」，および大

  規模農 家で は「労 働力条 件」と 「作 業競合 の有無 」が重 要な要 因で ある。 特に， 乾燥機 所有 の

  有無が 利用行 動に与 える影 響が 大きい ことが 示され た。

    ただ し ， 表 明 選好 デ ー タ を 用 いる こ と か ら予測 値と 実績値 の乖離 が存在 するた め， 集計顕

  示選好 デー タによ り計測 結果を 補正 して乾 燥サー ビス需 要関数 を導 出した 。さら に，利 用確 率

  の価格 弾力 性は大 規模に なるほ ど弾 力的で あった ことか ら，水 稲作 付面積 に応じ て利用 料金 を

差 別化す るこ とで荷 受量の 増大を 図る 可能性 が示さ れた。

    第5章 で は ， 乾燥 サ ー ビ ス 市場 モ デ ル を 使 用し て ， 利 用 料金 制 度 の変更 による 稼働 率の向

上 効 果 を シ ミュ レ ー シ ョ ンに よ り 評 価 し た。 シ ミュレ ーショ ンモデ ルは ，乾燥 サービ ス需要 関

数 ，利 用料金 関数 （収支 均衡制 約下で の乾燥 サー ビス供 給関数 ），お よび 所要時 間関数 を含み ，

収 支 均 衡 制 約下 に お い て 稼働 率 （ 荷 受 量 ）を 最 大化す る差別 料金の 組み 合わせ を求め る。美 瑛

ラ イス ・セン ター に関す る分析 結果を 用いて ，各 関数の パラメ ータを 与え ，本モ ラシレ の有効 性

を 評価し た。

    シミ ュ レ ー シ ョン の 結 果 ， 美 瑛ラ イ ス ・ センタ ーで は，差 別料金 制度を 導入し ても 荷受量

  （需要 量） の増大 効果は ほとん ど認 められ なかっ た。美 瑛ライ ス・ センタ ーでは ，米の ほか に

小 麦 や 大 豆 など の 乾 燥 調 製を お こ な っ て おり ， 特 に ， 小麦 の 荷 受 量 が米 の 約 4～ 5倍 に も 達 す

る 。 そ し て ，大 半 の 固 定 費が 荷 受 量 に 応 じて 各 作物へ 割り振 られて いる 。その ため， 全作物 の

荷 受 量 に 占 める シ ェ ア が 低い 米 の 荷 受 量 が増 大 しても ，米の 利用料 金（ ＝平均 運営費 用）が あ

ま り低下 しな かった ためで ある。

    シミュ レーシ ョン では， 均衡点 におけ る晞iJ用料金」，「荷受量」，ほり用農家数」などの施

設 の 稼 動 状 況を 評 価 す る ため の 主 要 な 指 標が 得 られた ー方， 「所要 時間 」や利 用農家 が負担 し

て い る 「 利 用者 費 用 ほ IJ用 者 価 格 ） 」を 評 価 でき た。本 モデル を用 いるこ とで， 利用料 金制 度

の 変 更 に よ る効 果 を ， 農 協と 利 用 農 家 の 両者 を 含 め て 総合 的 に 評 価 でき る こ と が 示さ れ た 。

  以上， 本論 文では 差別料 金制度 の可 能性と 導入条 件につ いて， 以下 のよう な政策 含意を えた 。

  第 1に ， 水 稲 作 付 面 積 に よ って 利 用 確 率 の価 格 弾 力 性 に 相違 が 認 め ら れる た め ， 水 稲作 付

面 積 を 基 準 とし た 差 別 料 金制 度 を 設 定 す るこ と が 可 能 であ る 。 第 2に， 差別料 金制度 の導入 条

件 と し て ， 小規 模 農 家 の 利用 を よ り 一 層 促進 さ せる方 策を検 討する 必要 がある 。差別 料金制 度

を 導 入 す る と， 高 い 利 用 料金 を 課 さ れ る 小規 模 農家が 施設利 用を取 り止 める可 能性が 高まる 。

し か し ， 小 規模 農 家 か ら の利 用 料 金 収 入 が大 規 模農家 に適用 される 低利 用料金 の原資 となる た

め ， 小 規 模 農家 の 施 設 利 用は 不 可 欠 で あ る。 具 体的な 利用促 進策と して は，乾 燥サー ビスの 需

要 に 大 き な 影響 を 与 え て いた 農 家 所 有 乾 燥機 の 処分を 推進す ること であ り，そ のため に助成 金

の 交 付 や 農 協に よ る 買 い 手の 紹 介 （ 取 引 の仲 介 ） な ど の経 済 的 措 置 が求め られる 。第3に， 共

乾 施 設 を 利 用し て い る 小 規模 農 家 と 大 規 模農 家 と の 個 別的 な 乾 燥 作 業の 受 委 託 を 制限 す る 必

要 が あ る 。 差別 料 金 制 度 が成 立 す る た め には ， 対象と する財 ・サー ビス の転売 （再販 ）を防 ぐ

こ と が 求 め られ る 。 転 売 が可 能 で あ る と ，相 対 的に高 料金を 課され てい る小規 模農家 と低料 金

で サ ー ビ ス を購 入 で き る 大規 模 農 家 と の 問で ， 料金格 差を解 消する よう に裁定 取引が おこな わ

れ る た め で ある 。 た だ し ，乾 燥 サ ー ビ ス につ い ては転 売とい う取引 形態 ではな く，乾 燥機を 所

有 す る 大 規 模農 家 に よ る 乾燥 作 業 の 受 託 行動 と 小 規 模 農家 に よ る 大 規模 農 家 へ の 委託 行 動 と

し て現れ るた め，こ れらの 取引を 制限 する必 要があ る。
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学位論文審査の要旨
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学 位 論 文 題 名

農業共同利用施設のサービス需要と効率的運営に関する研究

  本論文fま図22，表17を含み，総頁数107頁，6章からなる和文論文である。別に3

編の参考論文が添えられている。

  共同乾燥調製施設・貯蔵施設（以下，共乾施設）は，近年の米の流通・消費の大きな変化

のなかで重要な役割を担うことが期待されている。共乾施設は生産コスト低減のみならず，

品質の向上，一定品質米の大量出荷に寄与する可能性が大きいからである。しかしながら，

わが国の多くの共乾施設は収支が均衡せず，利用効率の向上が大きな課題とされてきた。収

穫・運搬作業を組織化することで荷受量の増大を図ることが目指されてきたが，実際に荷受

量を増加させることはできなかった。このために，最近，農家の利用料金に格差を設けるこ

とで稼働率の向上を図る方法（差Su料金制度）が注目されている。本論文は，農家の利用費

用概念を拡張し，計量的分析手法を用いて共乾施設利用行動を分析し，差別料金制度導入の

可 能 性 及 び そ の 条件 を検 討し てい る。 分析 結果 の概 要は 以下 のよう であ る。

  1．利用者費用の構成要素とサービス市場モデルの構築

  共乾施設を利用する農家が負担している費用仟IJ用者費用）を，「支払費用」，「混雑費用」，

および「調整費用」の3っに区分し，稲作農家はこれまでにあまり評価されることのなかっ

た「混雑」「調整」費用を考慮して施設利用量を決定しているとぃう農家行動の仮説を提示し

た（2章）。ここで「混雑」とは「待ち時間」であり，「調整」とは受付時間の設定など共乾

施設の取り決めに対して利用農家が自己の作業スケジュールを調整する機会費用である。つ

いで，稲作農家の利用行動を地域全体で集計することで得られる「乾燥サービス需要関数」，

収支均衡制約下における農協の乾燥サービス供給行動を表す「利用料金関数」から基本的に

構成される乾燥サービス市場が定式化され，共乾施設の稼動状況（荷受量，料金水準，所要

時 間 ） が 同 市 場 の 均 衡 状 態 と し て 表 さ れ る 新 し い 分 析枠 組 み を 提 示 し た 。

  2．混雑現象と農家の施設利用行動の実証的分析

  美瑛ライス・センターにおける1999年の楊勧期間中に収集したデータを使用して，共乾施
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設に おける 混雑現象 の特徴 を明ら かにし ，さら に交通 工学に おける りンク・ノくフオーマンス

関 数を 用いて 混雑現 象（待ち 時間） を定量 的に評 価した （3章） 。荷受 口での 荷下作 業がボ卜

ル・ ネック となって 待ち時 間カ溌生し，荷受能カが等しい荷受口であっても，「口ツ卜重量」，

「車 両形態 」，およ び「荷 姿-lの違 いによ り荷下 時間に 差が生 じ，待 ち時間の長短が生じるこ

と を 明ら か に し た。 さ ら に 待ち時間 関数を 推定し ，共乾 施設の 混雑現 象を待 ち時間 関数とし

て捉 えた。

  ま た ， 選 択型 コ ン ジ ョイ ン ト分析 により 稲作農家 の施設 利用行 動を規 定する 要因を 分析し

た（4章）。利用者費用として支払費用に該当する「利用料金」，混雑費用を表す「所要時間」，

調整 費用に 含まれる 「受付 終了時刻」，また農家属性として，「水稲作付面積」，「乾燥機所有

の有 無」， 作付面積 で評価 した「主作物」，大規模農家の「労働力条件」と「作業競合の有無」

が 重 要な 要 因 で あっ た 。 特 に，乾燥 機の自 己所有 の有無 が利用 行動に 与える 影響が 大きいこ

と が 明ら か に さ れた 。 利 用 確率の料 金弾力 性の計 測結果 は大規 模農家 になる ほど弾 力的にな

り ， 水稲 作 付 面 積に 応 じ て 利用料金 を差別 化する ことで 荷受量 の増大 を図る 可能性 が示され

た。

  3.差別 利用料 金制度 導入の 効果

  乾 燥 サ ー ビス 市 場 モ デル を 使用し て，利 用料金制 度の変 更によ る稼働 率の向 上効果 をシミ

ユ レー ション 分析に より評価 した（ 5章）。 シミュ レーシ ョンは ，水稲 作付規 模階層 ごとに異

なる 需要を 集計した 乾燥サ ービス 需要関 数を含 み，収 支均衡 制約下 において稼働率（荷受量）

を 最大 化する 差弓u料 金の組 み合わせ を求め た。シ ミュレ ーショ ン結果 は，生 籾60kgあた り一

律 料 金が 849円 で ある の に 対 して ， 差 B「 J利 用 料 金設 定は 729円から 972円まで の格差 が生ず

る 。 この 時 の 荷 受量 増 加 効 果は 1． 7％ と わ ず かで あ った 。3ha未満 層の農 家が乾 燥機を まっ

たく 所有し ない仮定 のもと でのシ ミュレ ーショ ン結果 では， 9．2％の 荷受量増加が見込まれ，

乾 燥 饑の 個 人 所 有を ど の よ うに 評 価 す るか が 効 果 を大 き く 左 右す る こ と を明 らか にした。

  本 論 文 で は， コ ン ジ ョイ ン ト分析 による 農家のサ ービス 評価の 有効性 が示さ れ，水 稲作付

面 積 規模 を 基 準 とし た 差 別 料金制度 を設定 するこ とが可 能であ ると結 論され ている 。また差

別 料 金制 度 の 導 入条 件 を 検 討し，特 に小規 模農家 と大規 模農家 の構造 問題に 対する 施策，小

規 模 農家 の 利 用 をよ り 一 層 促進させ る方策 の必要 性を示 唆して いる。 以上の 研究成 果は学術

的に 高く評 価され， 応用性 も高い 。

  よ っ て ， 審査 員 一 同 は， 合 崎英男 が博士 （農学） の学位 を受け るのに 十分な 資格を 有する

と認めた。
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